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深層的ダイバーシティと知識共有の 
関係についての研究＊ 

―サブグループと親和性の視点からの検証―

山　岸　千　春 
大　貫　孝太郎 
加　曽　利　奏

＜要　　約＞ 
　日本でナレッジマネジメントの重要性が指摘されている近年，企業における知識共有に関心が集

まっている。諸外国では知識共有を高める規定要因として，深層的ダイバーシティが注目されている。

深層的ダイバーシティは組織パフォーマンスに対して正の影響を与えることが示されている一方で，

諸外国の研究では負の影響も指摘されている。そこで本稿では，研究が進んでいない日本における深

層的ダイバーシティがもたらす効果について検証を行う。IT 業界，コンサル業界の従業員 321 名を対

象として共分散構造分析を行った結果，深層的ダイバーシティはサブグループの知覚を媒介して知識

共有を低下させることが示された。さらに，深層的ダイバーシティとサブグループの知覚，深層的ダ

イバーシティと知識共有の関係は親和性によって調整されることが明らかになった。媒介効果はブー

トストラップ法，調整効果は単純傾斜分析を用いて確認した。本研究で深層的ダイバーシティと知識

共有の関係性を明らかにしたことは，実務におけるダイバーシティ推進への懸念を示した。また，日

本のダイバーシティ研究に関して，深層的ダイバーシティがもたらす負の効果とその影響メカニズム

を明らかにし，学術的な貢献を果たした。

＜キーワード＞

　深層的ダイバーシティ，知識共有，サブグループの知覚，親和性

＊  本論文の執筆にあたり，慶應義塾大学商学部王英燕教授，ならびに研究会の皆様，匿名審査員の先生から数々

の貴重なご意見，ご指導をいただいた。特に研究会の 4 年生，院生の先輩方には多大なるご指導をいただいた。

ここに記して心から感謝を申し上げたい。



154 三田商学研究学生論文集

1．はじめに 

　1990 年代以降野中郁次郎氏によって提唱された「ナレッジマネジメント理論」が世界中に展開され，

知的資産を共有しながら新しい知識を創造する経営管理が実践されてきた（野中，2001）。日本では，経

営者の 8 割弱が知的資産管理（ナレッジマネジメント）を実践しており（郵政省郵政研究所，2000），実務に

おいてもその重要性が見て取れる（図 1）。ナレッジマネジメントを実現する第一段階として「既存知識

の共有と活用」を挙げている（野中，2001）。また，効果的な実践のためには，知識を共有することが特

に重要であることが指摘されている（Razak et al., 2016）。具体的に，知識共有は重要な戦略として，事

業の競争優位性を高め，離職率を低く抑え，革新性と創造性を備えた人材を育てるために貢献する

（Razak et al., 2016）。さらに，意思決定・問題解決における効果的な知識共有は生産性と収益性を向上

させ，売上の成長も期待できる（Magnus ＆ DeChurch, 2005, Razak et al., 2016）。

図 1　企業における知的資産管理の実践度（経営者側従業員数規模別）

出所： 郵政省郵政研究所，知的資産管理（ナレッジ・マネジメント）の現状に関する調査研

究報告書（2000）を元に作成
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　知識共有を高める要因として，組織コミットメントや組織的公正などがかつて研究されてきたが

（Lin, 2007），近年特に多様性の高い組織における知識共有が注目されている（e.g. Lauring and Selmer, 

2012）。多様性の高い組織では，異なる背景を持つ従業員が多種多様な知識を共有し，更なる革新性と

創造性をもたらすことの期待が高まるためである（Lauring & Selmer, 2012）。また，多くの研究では表

層レベルより，深層レベルの多様性の大切さを強調している（Lauring & Selmer, 2012；Mathuki & 

Zhang, 2022）。表層レベルのみの多様性は性別，人種，年齢など目に見える浅いレベルの違いを意味し，



155深層的ダイバーシティと知識共有の関係についての研究

ステレオタイプとして偏見を生み出す恐れがある（Robin and Judge, 2015）。多様性の価値を実現するた

めには，深層レベルである異なる価値観，スキルと知識のシナジー効果を発揮することが不可欠である

（Lauring & Selmer, 2012）。Mathuki & Zhang（2022）は，深層レベルの認知多様性が知識共有の強化を

高めることを示唆した。

　しかし，深層的ダイバーシティが知識共有に影響するメカニズムは不明である。多くの研究ではダイ

バーシティと知識共有との直接の関係に注目しているが，これらの関係がどのように成り立っているの

かはまだ解明されていない。そこで，本研究は個人と集団の相互作用を説明するために広く使用されて

きた組織行動論的アプローチを導入し，「サブグループ形成」の機能に着目する。個人の行動（知識共有）

を説明するためには，個人のみに注目するだけでは不十分であり，知覚された個人間の相互作用にも焦

点を当てる必要がある。また，人間関係論（Mayo, 1933）で示唆されたように，様々な個人間の相互作

用としては，非公式な小集団（サブグループ）の形成は一番普遍的かつ代表的なものとなる。加えて，

理論だけでなく一部の実証研究も多様性の認識はサブグループの形成に繋がることを示している（Roodt 

et al., 2021）。本研究はメカニズムとしてこれまで見落とされたサブグループ形成の役割にも着目する。

　更に，組織行動論のアプローチを踏まえると，深層ダイバーシティと知識共有の関係の強さはいかな

る組織においても不変的なものではなく，グループ特性によって異なることが考えられる。個人行動は

状況依存的な特質を持っており，特定の状況下において行動がさらに増幅または軽減されるためである。

ダイバーシティの高い環境で知識共有を活かすために，異なる価値観の衝突をできるだけ避け，成員同

士の一体感と強い結びつきを作り出せるグループ文化の形成が特に重要である（Robins and Judge, 

2015）。グループ文化の形成を表す重要な概念は「グループ親和性（affiliation，以下，親和性と表記）」（Bock 

et al., 2005）である。親和性が高い場合は，成員同士が相互の違いを克服して，メンタルモデルの共有

が可能である（Stivers et al., 2011）。逆に親和性が低い場合，コミュニケーションの障壁が生じ，知識共

有が難しくなる可能性が高まる。したがって，本研究は状況依存的な要素として，深層的ダイバーシ

ティと知識共有の関係における「親和性」の影響にも着目する。

　これまでの国内外の研究を鑑みると，国内研究は遅れていることから，本研究の意義は大きい。かつ

ては均質性が高いと言われた日本でも，ダイバーシティ経営を積極的に取り入れる企業が増え，多様で

あることの重要性が高まっている。また，経済産業省は多様な人材の活用を経営戦略として取り込む方

策を積極的に支援しており（経済産業省，2018），厚生労働省が多様な人材の活躍に向けて，価値観の多

様性を尊重した環境の構築の重要性を訴えかけている（厚生労働省，令和 5 年版厚生労働白書，2023）。実

務的に重要にもかかわらず，前述の海外の研究と比べて 2 点の遅れが指摘できる。1 点目は，ナレッジ

マネジメントの第一段階として位置づけられる知識共有について，多様性の高い組織の視点からの研究

が不足していることである。2 点目は，多様性そのものに関する研究の多くがステレオタイプに連想し

やすい性別，年齢など表層ダイバーシティにとどまっていることである。

　そこで，本研究は海外の研究を発展させ，国内研究の不足を補うために，深層的ダイバーシティの視
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点を導入し，知識共有との関係について検証を行う。具体的には以下の 3 点を本研究のリサーチクエ

スチョンとする。まず，深層的ダイバーシティがどのようなメカニズムで知識共有に影響を与えるかを

研究する。次に，組織行動論のアプローチを導入して，知覚された個人間の相互作用に焦点を当て，そ

の代表であるサブグループの知覚の影響を確認する。最後に，個人行動の状況依存的な特質を踏まえ，

ダイバーシティの高い環境における違いを克服するために極めて重要なグループ特性である「親和性」

に注目し，ダイバーシティと知識共有の関係における親和性の影響を検証する。

2．先行研究

（1）知識共有について

　知識共有とは，Lin（2007）により，「社内全体の部署や組織を通じて，従業員の知識，経験，スキル

の交換を含む社会的相互作用の文化」と定義されている。ここで扱う知識とは，情報とノウハウを含む

（Kogut & Zander, 1992；Machlup, 1980；Zander & Kogut, 1995）ものであり，競争的で活動的な経済にお

いて，持続可能で競争力のある強みを提供する重要な組織資産である（Wang & Noe, 2010）。そして，組

織は，知識の移転について検討する必要がある（Hinds et al., 2001）とされているため，知識を有効に活

用するために，組織における知識共有を研究することに意義がある。

　知識資産の共有は日本でも重要視されている要素であり，野中が提唱したナレッジマネジメントの第

一段階として位置づけられている（野中，2001）。諸外国における知識共有に関するこれまでの研究でも，

知識共有はチームパフォーマンスを向上させる（Chi-Cheng, 2012；Huang, 2009）ことや，企業のイノ

ベーションケイパビリティに正の効果がある（Lin, 2007）ことが示されており，その重要性が指摘され

ている。

　Bordia（2006）によると，知識共有には 2 つの方法があり，1 つは人間関係，もう 1 つはデータベー

スに基づく方法である。人間関係に基づく知識共有は，従業員の直接的な接触によって行われ，知識共

有の対象となる需要者が少なく，相互性や信頼感を得られるという利点がある。一方，データベースに

基づく知識共有とは，リポジトリ経由で行われ，多数の受容者が存在し，知識も様々なレベルの専門知

識の蓄積・共有が可能である。データベースに基づく知識共有は，主に情報処理論で議論されてきたが，

本研究は組織行動論的アプローチを導入して人間関係に基づく知識共有に焦点を当てる。

（2）知識共有の規定要因：深層的ダイバーシティ

　知識共有を高める要因として，これまで組織コミットメントや自己効力感といった個人要因について

の研究が行われてきた（Bao et al., 2015；Lin, 2007）。しかし，異なる背景を持つ従業員は多種多様な知

識を持っており，更なる革新性と創造性をもたらすことが期待できることから，近年組織の深層的ダイ
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バーシティに注目が集まっている（Lauring and Selmer, 2012）。また，近年地政学的リスクの高まりに

伴い，多様な価値観の衝突が世界規模から見ても深刻な問題になっている。多種多様な価値観が共存す

る現代社会において，企業の中でも如何に多様な価値観による衝突を避けて効果的な知識共有を高める

かが喫緊の課題となっている。そこで，本研究では知識共有の規定要因として深層的ダイバーシティに

注目する。

　Harrison（1998）によると，深層的ダイバーシティとは学歴，職歴，態度，信念，価値観といった観

点による分類である。諸外国における深層的ダイバーシティに関する多くの先行研究は，ダイバーシ

ティを高めることによる創造性や労働生産性，協力志向型モチベーションへの正の影響（Shin et al., 

2012；林ら 2019）や，コンフリクトの増加や従業員の不満といった負の影響（Nishii, 2012）について言

及している。深層的ダイバーシティは課題解決の認知的プロセスに寄与する一方で，低い深層的ダイ

バーシティが部下の満足度やパフォーマンス評価，給与評価と正の関連があることが分かっている

（Turban & Joness, 1988）。

　これらの一貫しない深層的ダイバーシティがもたらす効果を，Harrison & Klein（2007）は深層的ダ

イバーシティの要素の分類によって説明している。深層的ダイバーシティを，分離（seperation）：メン

バー間の意見や価値観の違い，多種（variety）：メンバー間の知識や経験の違い，不平等（disparity）：

メンバー間の給与や社会的地位の違い，の 3 要素に分類する。これらの分類に基づくと，分離による

深層的ダイバーシティは社会的カテゴリー理論というダイバーシティの負の効果を説明できる理論との

結びつきが強く，深層的ダイバーシティの負の効果を発揮しやすい。一方，多種によるダイバーシティ

は情報意思決定理論というダイバーシティの正の影響を説明できる理論の結びつきが強く，ダイバーシ

ティの正の効果を発揮しやすい。

　このように，深層的ダイバーシティには正負両面の影響があるにもかかわらず，日本国内の研究に目

を向けると，ダイバーシティが組織にもたらす肯定的な効果に注目し，ダイバーシティ・マネジメント

の有用性を述べたものが多い（谷口，2008）。また，深層的ダイバーシティの負の効果に焦点を当てた研

究は，日本国内においてはまだ不十分であるため，研究の余地があると言える。そこで，本研究では負

の効果をもたらす可能性のある価値観の違いに基づく深層的ダイバーシティに注目し，知識共有に対す

る効果について検証する。中でも近年研究が進んでいる，価値観の違いによって生じるコンフリクトを

取り上げ，深層的ダイバーシティが知識共有に負の影響を及ぼすのかについて研究する。

　また，諸外国における近年のダイバーシティ研究では，ダイバーシティが組織にもたらす影響を説明

することにとどまらず，その媒介変数や調整変数を明らかにし，ダイバーシティの効果を説明しようと

している（谷川，2013）。そこで本研究では，日本企業における深層的ダイバーシティが組織にもたらす

知識共有に注目し，そのメカニズムを明らかにする。
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（3）影響メカニズムの探索： サブグループの知覚

　これまでの知識共有の研究では，個人または組織要因のみに着目されており，影響メカニズムについ

ての探索までは行われていない。本研究は組織行動論を踏まえ，個人の行動を説明するために，知覚さ

れた個人間の相互作用に焦点を当てる。ミクロ組織行動論の原点である人間関係論の代表研究である

ホーソン実験は，職場内で形成された社会集団が個々の成員の行動に大きな影響を与えていることを発

見した。この非公式な社会集団こそが個人間の相互作用として形成されたサブグループであることが確

認されている。

　サブグループとは，独自の相互依存の形態や程度によって特徴づけられるチームメンバーの下位集合

（Carton & Cummings, 2012）と定義され，主に Lau & Munighan（1998）によって提唱されたフォール

トライン理論という，ダイバーシティ研究の文脈で扱われることが多い。 Lau & Munighan（1998）に

よると，サブグループはチームメンバー間の相違性と類似性，メンバー間の特徴の重複によって構成さ

れるものであるとされ，組織内の仲間集団としての機能を果たす（Asch, 1951, 1956）。そして，組織の

成員がサブグループを知覚することで，ダイバーシティが組織にもたらす正負両面の効果に影響を及ぼ

すことが指摘されている。

　サブグループは，コンフリクトや深層的ダイバーシティと関連しているだけでなく，サブグループが

情報共有に影響する（Phillips et al., 2004）ことについて調査されてきた経緯もあるため，ダイバーシ

ティと知識共有の関係の影響メカニズムを検討する上で，サブグループは重要な要因になりうると考え

られる。また，知識共有，ダイバーシティ，サブグループの 3 要素を包括した研究は未だ行われてい

ないため，これらを包括的に扱う本研究には，学術的な意義があると言える。さらに，チームのプロセ

スと成果はサブグループに強く影響を受ける（Gibson & Vermeulen, 2003）とする研究が示すことからも，

組織経営におけるサブグループ研究は重要である。

（4）影響メカニズムの探索：親和性

　深層的ダイバーシティによる効果を得るために，組織風土に対する配慮が必要である（正木，村本，

2017）と指摘されていることから，組織風土は深層的ダイバーシティの影響を左右する可能性がある。

また，組織風土は，Wang & Noe（2010）によって，今後知識共有との関係を研究する必要のある要素

の 1 つとして取り上げられている。そして，組織風土は，これまで，組織文化が特定の要因を通じて

組織風土に影響を与える（Iljins et al., 2015）といった，組織文化の研究や，安全性と個人の行動に関す

る研究（Neal et al., 2000）など，組織行動論の研究において注目を集めている。

　さらに，本研究ではダイバーシティと知識共有の関係を調べるため，多様な価値観による衝突を避け

るために特に重要だと思われる「親和性」というグループ特性に着目する（Bock et al., 2005）。外向性

のような個人要因や集団主義文化などの組織要因など，知識共有を高めるための要因はいろいろ考えら

れるが，本研究は特にグループの中で成員同士が相互の違いを克服して，一体感を高めるためのグルー
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プ要因に着目するため，一番代表的な特性である「親和性」に焦点を当てる。

　親和性は組織のメンバー間の一体感の認識（Bock et al., 2005）と定義される。親和性とは，強い結び

つきの知覚を表しており，親和，非親和の問題は人間の行動において組織内の協力や向社会性に対して

重要な要素である（Stivers et al., 2011）。また，Den Hartog ら（2007）によると，親和欲求により，個

人がグループへの利益をより重視することから，利他的行動としての知識共有に影響を与える可能性が

ある。また，親和欲求は，社会的関係に対する個人の認識に対応する性格属性（Veroff & Veroff, 1980）

であり，個人と集団との関わり合いに関する変数である。深層的ダイバーシティと知識共有に注目する

本研究において，個人と集団の関わり合いに関する親和性という変数は，両者と密接な関連が考えられ，

両者の関係を考える上で，検討する必要がある。

　以上の先行研究のレビューから分かるように，知識共有は組織の中での相互作用であり，これを高め

ることが喫緊の課題である。知識共有を規定する要因として，組織を構成するメンバー間の深層的な面

での差異である深層的ダイバーシティは，近年注目が高まっている要素である。しかし，両者を扱う直

接的な研究は進んでいないため研究の必要がある。深層的ダイバーシティと知識共有の関係を明らかに

することで，知識共有を高める助けとなる可能性が高い。そして，メンバー間の差異であるダイバーシ

ティと，メンバー間の相互作用である知識共有を考える上で，ミクロ組織行動論の原点である人間関係

論の知見を活かして，個人が構成する小集団について考えることで，その関係を明らかにすることがで

きる。具体的には，ダイバーシティや，知識共有と類似概念である情報共有との研究が進められており，

かつ組織の中で規模の小さな集団で，相互依存の形態や程度によって特徴づけられるサブグループに着

目することで，深層的ダイバーシティと知識共有の関係を明らかにすることが期待される。さらに，ダ

イバーシティと知識共有の関係を考える上で，ダイバーシティの負の影響を軽減し，効果的に多様な人

材を活かすために重要なグループ特性は確認しておく必要があるため，集団のまとまりと成員の一体感

を直接表す「親和性」という概念の影響を調べることが重要だと言える。

3．仮説

　先行研究より，知識共有に影響を与えるものとして，深層的ダイバーシティ，サブグループの知覚，

親和性を検討する必要性が示された。本研究では，類似性アトラクション理論，内集団バイアスを踏ま

え，深層的ダイバーシティがサブグループの知覚を通して知識共有に与える影響を検討する。さらに，

その 3 変数の関係に，親和性がどのように影響するかについても検討する。
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（1）深層的ダイバーシティと知識共有：サブグループの知覚の媒介効果

　はじめに，深層的ダイバーシティと知識共有間におけるサブグループの知覚の媒介効果を検討する。

そして，まずは深層的ダイバーシティとサブグループの関係性について，類似性アトラクション理論を

用いる。類似性アトラクション理論とは，個人は似たような他者を魅力的に感じ，好む傾向がある（van 

Emmerik & Brenninkmeijer, 2009）ことを示す理論である。谷口（2005）によると，バックグラウンドが

類似した人々は，共通の人生経験や価値観をもっている可能性があり，そのことは相互的な交流を容易

にし，互いを良い意味で強化し，好ましいものとして捉える傾向があるとしている。以上に基づくと，

異なる人生経験や価値観をもった人を集めることである，深層的ダイバーシティを高めることは，深層

的ダイバーシティが低い状態に比べて他者を魅力的に感じない傾向にあり，相互的な交流が行われにく

く，互いに影響し合わない可能性がある。よって，独自の相互依存の形態や程度によって特徴づけられ

るサブグループ（Carton & Cummings, 2012）について，深層的ダイバーシティが高まったとき，相互的

な交流や，相互的な影響の減少により，サブグループは形成・知覚されにくくなると考えられる。

　次に，サブグループの知覚と知識共有について過去の実証研究の結果を整理する。Gibson（2003）に

よると，サブグループ内では意見交換をよく行うことが示されている。また，Asch（1952, 1956）は， 

サブグループは支援的な仲間（cohort）としての機能を果たすとしており，仲間（cohort）に関して，

Gibson（2003）によると，豊かな情報共有や建設的な議論をしやすい。このことから，サブグループは，

仲間（cohort）の機能として，情報共有や建設的な議論の場を提供することに繋がり，サブグループの

知覚が高まると，知識共有が高まる可能性がある。これらの先行研究を踏まえると，知識共有は，サブ

グループの知覚から正の影響を受けると考えられる。

　以上のように深層的ダイバーシティとサブグループの知覚の関係，サブグループの知覚と知識共有の

関係を踏まえて考えると，深層的ダイバーシティと知識共有の関係は，サブグループの知覚によって媒

介されると言える。しかし，知識共有の規定要因として仕事満足度がある（De Vries et al., 2006）こと

が示されおり，さらに深層的ダイバーシティが，仕事満足度を高めることも示されている（De Vries et 

al., 2006）。仕事満足度のように，サブグループの知覚以外の他の要素を媒介する可能性もあるため，完

全媒介ではなく部分媒介の関係であると考えた。これらを仮説として整理すると以下のようになる。

　仮説 1：深層的ダイバーシティと知識共有の関係は，サブグループの知覚に部分的に媒介される。

（2）深層的ダイバーシティとサブグループの知覚：親和性の調整効果

　次に，深層的ダイバーシティとサブグループの知覚との関係に影響を与える要因として，親和性につ

いて検討する。親和性は，組織のメンバー間の一体感の認識（Bock et al., 2005）と定義される。そのため，

親和性が高まることは，メンバーの一体感が強まることを意味し，所属集団への一体感も強まる。ここ

で，仮説の構築にあたり内集団バイアスという理論を用いる。竹村ら（2013）を参考に内集団について



161深層的ダイバーシティと知識共有の関係についての研究

まとめると，内集団バイアスとは，所属集団（内集団）を，外集団に比べて好意的に評価したり，優遇

したりする傾向のことである。これをもとに親和性について検討する。親和性の高い職場において，内

集団に対する一体感が醸成され，内集団バイアスがより強まる可能性がある。その効果として，内集団

を好意的に評価し合い，関係性が密になった結果，集団を自分の所属するサブグループとして認知しや

すくなると考えられる。親和欲求は，社会的関係に対する個人の認識に対応する性格属性（Veroff & 

Veroff, 1980）と示されていることから，社会的関係としてのサブグループに関して，個人の認識に影響

を及ぼす可能性は高い。

　ここで親和性が高い状態と低い状態に分けて深層的ダイバーシティがサブグループの知覚に与える効

果の変化を考える。ダイバーシティが低い場合，類似性アトラクション理論によりサブグループが形成

されやすくなる。そして，親和性が高いと，形成されたサブグループの一体感も強まるため，サブグルー

プの認知に繋がりやすい。一方，親和性が低い場合は，サブグループが形成されても，グループの一体

感は低いため，親和性が高い場合に比べると，サブグループとして認知されにくくなる。ダイバーシ

ティが高い場合は，親和性の程度にかかわらず，そもそも類似性アトラクション理論によりサブグルー

プが形成されにくく，サブグループも知覚しにくい。そのため，サブグループの知覚は，同様に低くな

る。結果として，親和性が高い方が，ダイバーシティが高まったときに，サブグループが相対的に知覚

されにくくなるため，親和性が高い場合，深層的ダイバーシティとサブグループの関係を強めると言え

る。これらを仮説として整理すると，以下のようになる。

　仮説 2：深層的ダイバーシティとサブグループの知覚の関係は，親和性によってモデレートされる。

親和性が高いと，両者の関係は強まる。

（3）深層的ダイバーシティと知識共有：親和性の調整効果 

　深層的ダイバーシティと知識共有との関係に影響を与える要因としても親和性について検討したい。

検討には仮説 2 と同様に，内集団バイアスという理論を用いる。親和性が高まることで，メンバーの

一体感が強まり，所属集団である内集団への一体感も強まることになる。また，内集団への意識が高ま

り，メンバーに対する内集団バイアスがより強まる可能性がある。内集団バイアスの効果である，外集

団に比べて優遇することについて，知識共有を当てはめた場合，内集団に対して，より有用で多くの知

識を与えることが考えられる。

　ここで，もう一度，類似性アトラクション理論について考える。谷口（2005）によると，バックグラ

ウンドが類似した人々は，共通の人生経験や価値観をもっている可能性があり，そのことは相互的な交

流を容易にし，互いを良い意味で強化し，好ましいものとして捉える可能性があるとしている。このこ

とから，バックグラウンドが類似した人は，交流を持ち，内集団としてとらえるのに対し，バックグラ

ウンドが類似していない人は内集団と捉えない可能性が高い。以上より，親和性が高い場合，深層的ダ
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イバーシティを高め，バックグラウンドが類似していない人を増やすと，内集団と認識して内集団バイ

アスの対象となる人が減少するため，知識共有が行われにくくなる。他方，親和性が低い場合，そもそ

も内集団バイアスの効果が生じにくく，バイアスの効果としての知識共有も生じにくいため，深層的ダ

イバーシティと知識共有の関係に影響を与えにくい。

　Stivers ら（2011）により，親和性と向社会的行動の関連が示されている。向社会的行動とは，他者

に恩恵をもたらすために努力する行動である（Grant, 2008）ため，親和性の高まりによって，グループ

に恩恵をもたらす活動である知識共有が高められることが考えられる。これらを仮説として整理すると，

以下のようになる。

　仮説 3：深層的ダイバーシティと知識共有の関係は，親和性によってモデレートされる。親和性が高

いと，両者の関係は強まる。

4．調査方法

（1）調査の手続き

　調査は株式会社ジャストシステムが展開する web 調査サービスの『fastask』を利用した。はじめに

予備調査として『fastask』に登録されたモニターから今回の調査に合致する対象者を絞り込み，予備

調査で絞り込んだモニターを対象に本調査を行った。

　予備調査はマニュアルに従ってコンサル業界，IT 業界に従事する人を対象とし，1 万人程度に配布

した。回収目標は 2000 人に設定し，目標を超える回答が得られた時点で調査は自動的に終了した。コ

ンサル業界，IT 業界を選定した理由は以下の 4 点である。1 点目は，両業界は業務の特性上，特に知

識共有が重要な業界であり，知識共有の促進が急務であると考えられるためである。2 点目は，日経

woman の「女性の働き方（キャリア）意識調査」（2022）において，両業界は組織全体でダイバーシティ

を推進していると答えた人数が多く，ダイバーシティ推進に意欲的だと考えられるためである。3 点目

は両業界ともに変化が激しく，既存技術と知識を深めて発展させることに価値を感じる人や既存技術と

知識を淘汰し積極的に新しい知見を取り入れることに価値を感じる人など，様々な価値観が存在するた

め（日経コンピュータ，2022），深層レベルのダイバーシティの研究に適していると言える。4 点目は，

両業界は業務上の公式的なグループが存在せず，サブグループが形成されやすいためである。公式グ

ループの影響が強い他業界では，公式的な側面により非公式のサブグループの知覚が阻害され，その程

度を正確に測定できないため，公式グループの影響が弱いコンサル業界と IT 業界が本研究において適

切だと判断した。

　予備調査の質問内容は，雇用形態，知識共有，深層的ダイバーシティ，サブグループの知覚に関する
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ものである。予備調査を踏まえて調査対象は正社員とし，職場内の知識共有，深層的ダイバーシティ，

サブグループについて知覚しているか否かの質問に対して，「どちらとも言えない」「分からない」と回

答した人を除外し，「知覚している」「知覚していない」と回答した人を対象に，サンプルセレクション

バイアスを排除して本調査を行った。

　予備調査の結果，本調査の対象となるサンプル数は 661 名であった。以上の調査対象者に対して，

回収目標を 300 名と設定し，2023 年 8 月に本調査を行った。回答を得られた 330 名のうち，有効回答

は 321 名，有効回収率は 97.3％であった。表 1 に調査対象者 321 名のプロフィールを示す。コンサル

業界について，2022 年度の総務省労働力調査によると，女性正社員の割合はおよそ 30％であった。ま

た， Indeed による 2022 年の調査では，IT 業界従事者の男女比に関して男性が 7 割以上を占めると回

答した人が全体の 6 割を超えていたことから，今回の調査対象者は IT 業界，コンサル業界従事者の男

女割合との大きな乖離がなく妥当であると判断した。

表 1　調査対象者のプロフィール（計 321 名）

性別
男性 女性

271 名 50 名

年齢
20 ～ 29 歳 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 歳以上

17 名 66 名 95 名 107 名 36 名

職業別
会社員（事務系） 会社員（技術系） 会社員（その他）

95 名 202 名 24 名

地域別
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

7 名 9 名 208 名 21 名 40 名 10 名 4 名 22 名

（2）測定尺度

1）知識共有に関する質問項目

　知識共有については，Bock et al.（2005）をもとに Huang（2009）が作成した尺度を和訳し，職場と

いう状況に沿った表現に言い換えて使用した。質問項目数は 5 つである。「全くあてはまらない」「ほ

とんどあてはまらない」「あまりあてはまらない」「どちらともいえない」「ややあてはまる」「かなりあ

てはまる」「非常にあてはまる」の 7 点尺度で回答を得た。

2）深層的ダイバーシティに関する質問項目

　深層的ダイバーシティについては，Harrison（2002）をもとに Bodla（2018）が作成した尺度を和訳

して使用した。質問項目数は 7 つであり，同様に 7 点尺度で回答を得た。

3）サブグループの知覚に関する質問項目

　サブグループの知覚については，Zanutto et al.（2011）を参考に Rupert（2009）が作成した尺度を
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和訳して使用した。質問項目数は 7 つであり，同様に 7 点尺度で回答を得た。

4）親和性に関する質問項目

　親和性については，Bock et al.（2005）を参考に Chen（2012）が作成した尺度を和訳して使用した。

質問項目数は 4 つであり，同様に 7 点尺度で回答を得た。

5）コントロール変数について

　コントロール変数は深層的ダイバーシティと知識共有の関係について研究を行った Bodla（2018）を

参考に，性別と年齢に設定した。性別は女性を 1，男性を 2 とした。

5．分析結果

（1）因子分析

　本研究は，統計ソフト SPSS を用いた。はじめに，上記の測定尺度全ての質問項目（合計 23 項目）の

平均値，標準偏差を算出した。各データについて天井効果，フロア効果が見られたものは存在せず，

23 項目全てを引き続き分析対象とした。

　次に，23項目に対して主因子法・プロマックス回転による因子分析を行った。十分な因子負荷量（0.35

以上）を示さなかった質問項目，複数の因子に負荷が示された質問項目は見られなかった。最終的な因

子パターンを表 2 に示す。

　第 1 因子は 7 項目で構成されている。いずれも Bodla（2018）の深層的ダイバーシティに関する質問

項目であったため，逆転の処理を行い，「深層的ダイバーシティ」因子と命名した。

　第 2 因子は 7 項目で構成されている。いずれも Rupert（2009）によるサブグループの知覚に関する

質問項目であったため，「サブグループの知覚」因子と命名した。

　第 3 因子は 5 項目で構成されている。いずれも Huang（2009）の知識共有に関する質問項目であっ

たため，「知識共有」因子と命名した。

　第 4 因子は 4 項目で構成されている。いずれも Chen（2012）の親和性に関する項目であったため，「親

和性」因子と命名した。

表 2　因子分析結果

質問項目

1.
深層的ダイ

バーシティ

2.
サブグ

ループ

3.
知識共有

4.
親和性

チームメンバーのリサーチに対する態度はとてもよく似

ている
0.912 －0.046 0.030 －0.068
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チームメンバーの個人の価値観はとてもよく似ている 0.849 0.046 －0.030 0.003

チームメンバーの仕事へのコミットメントはとてもよく

似ている
0.827 －0.060 0.002 0.063

チームメンバーの性格特性はとてもよく似ている 0.816 0.049 －0.022 －0.034

チームメンバーのリサーチでの優先事項はとてもよく似

ている
0.788 －0.015 0.013 0.070

チームメンバーの目標はとてもよく似ている 0.672 －0.079 0.054 0.163

チームメンバーの学歴はとてもよく似ている 0.663 0.123 0.004 －0.064

私のチームには異なるサブグループがあると感じる －0.051 0.933 0.018 －0.059

私たちが働いているとき，チームは異なるサブグループ

に分かれている
－0.064 0.923 0.050 －0.137

仕事中，私は私たちのチームに異なるサブグループが存

在していることに気が付く
－0.086 0.887 －0.044 0.046

私のチームは仕事中サブグループに分かれる －0.019 0.864 －0.022 －0.002

チームミーティングでは同じサブグループが一緒に座る

ことがよくある
0.103 0.657 0.005 0.081

昼食や交流の時間は，同じサブグループの人がお互いに

よく話をする
0.229 0.641 －0.045 0.056

同じサブグループの人々はより頻繁にお互いと親しく交

流する
0.129 0.610 0.052 0.119

私は仕事で得た経験やノウハウを頻繁にチームメンバー

に共有している
0.041 －0.078 0.911 －0.024

私は常にチームメンバーにマニュアル，方法論，モデル

を共有している
－0.007 0.008 0.881 －0.079

私はチームメンバーからの要請に応じて，自分の知識が

どこにあるかや誰を知っているかを常に提供している
－0.069 0.001 0.800 0.096

私はチームメンバーに作業報告書や公式文書を頻繁に共

有している
0.108 0.037 0.766 －0.073

私はチームメンバーと，教育やトレーニングで得た専門

知識をより効果的に共有しようとしている
－0.038 0.064 0.742 0.138

私のチームメンバーは互いによく協力している 0.022 －0.057 －0.002 0.863

私のチームメンバーは「一つのチーム」であるという強

い意識を持っている
0.095 －0.042 0.013 0.801

私のチームメンバーは他のメンバーの立場を非常に考慮

している
0.087 －0.010 －0.004 0.766

私のチームメンバーは互いに緊密な関係を維持している 0.008 0.121 0.034 0.712

因子寄与 8.979 7.272 7.092 7.696

因子寄与率（％） 48.143 12.495 8.622 4.566
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（2）平均，標準偏差，信頼性係数αと相関関係

　コントロール変数，独立変数，媒介変数，調整変数となる「性別」「年齢」「深層的ダイバーシティ」「サ

ブグループの知覚」「知識共有」「親和性」の平均，標準偏差，信頼性係数αと相関を調べた（表 3）。こ

の結果から，知識共有と深層的ダイバーシティ（r＝－0.544，p＜0.01），サブグループの知覚（r＝0.443，

p＜0.01），親和性（r＝0.578，p＜0.01）などすべての変数間において有意な相関が見られた。

表 3　平均，標準偏差，信頼性係数αと相関

平均 標準偏差
信頼性

係数α
1 2 3 4 5

1．性別  1.180  0.383

2．年齢 47.270 10.610 －0.363***

3． 深層的ダイバー

シティ
 3.730  1.275 0.928 　0.064 　0.126**

4．サブグループ  4.140  1.407 0.932 －0.045 －0.157*** －0.542***

5．知識共有  4.914  1.404 0.918 －0.092 －0.016 －0.544*** 0.443***

6．親和性  4.733  1.264 0.899 －0.012 －0.138** －0.709*** 0.435*** 0.578***

p*＜0.1，p**＜0.05，p***＜0.01

（3）共分散構造分析

　次に統計ソフト Amos を用いて，モデルの検証を行った。図 1 は仮説を検証するにあたり，共分散

構造分析を行った結果である。カイ 2 乗＝0.044，自由度＝1，有意確率＝0.834 であり，モデル全体が

高い水準で有意であることが確認できる。（GFI＝1.000，AGFI＝0.999，NFI＝1.000，RMSEA＝0.000）。表

4 は推定値の有意性検定である（標準化前の係数）。

図 2　共分散構造のパス図

注 1　p*＜0.1，p**＜0.05，p***＜0.01　数値は標準化検定値

注 2　モデル適合度（GFI＝1.000，AGFI＝0.999，NFI＝1.000，RMSEA＝0.000）
注 3　パス係数は仮説に関する内容のみを示す。相関，誤差，コントロール変数は省略。

サブグループの知覚

親和性

知識共有深層的ダイバーシティ

-0.190***

-0.180***

-0.088*

-0.170***
-0.435***
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表 4　推定値の有意性検定（標準化前の係数）

推定値 標準誤差 検定統計量 確率

サブグループ ← 深層的ダイバーシティ －0.480 0.072 －6.692 ***

サブグループ ← 親和性 　0.193 0.075 　2.571 0.010

サブグループ ← 深層的ダイバーシティ×親和性 －0.119 0.030 －3.934 ***

サブグループ ← 性別 －0.205 0.181 －1.135 0.256

サブグループ ← 年齢 －0.013 0.007 －1.919 0.055

知識共有 ← 深層的ダイバーシティ －0.198 0.072 －2.739 0.006

知識共有 ← サブグループ 　0.170 0.053 　3.216 0.001

知識共有 ← 親和性 　0.460 0.072 　6.420 ***

知識共有 ← 深層的ダイバーシティ×親和性 －0.056 0.029 －1.893 0.058

知識共有 ← 性別 －0.161 0.171 －0.943 0.346

知識共有 ← 年齢 　0.010 0.006 1.612 0.107

　はじめに仮説 1 の検証を行う。深層的ダイバーシティと知識共有の関係はサブグループの知覚によっ

て媒介されるという仮説について，深層的ダイバーシティから知識共有（β＝－0.198，p＝0.006），深層

的ダイバーシティからサブグループの知覚（β＝－0.480，p＝0.000），サブグループの知覚から知識共有

（β＝0.170，p＝0.001）には，深層的ダイバーシティから知識共有，サブグループの知覚の間には負の，

サブグループの知覚から知識共有の間には正の，有意な関係が見られた。さらに Amos の結果によると，

間接効果は－0.074，直接効果は－0.180 であり，部分媒介が認められた。さらに，間接効果をブート

ストラップ法により検定したところ，2000 回のサンプルの結果，95％信頼区間が－0.2129 ～－0.0458

であり，信頼区間に 0 が含まれず，間接効果が認められた。よって仮説 1 は支持された。

　次に仮説 2 の検証を行う。深層的ダイバーシティとサブグループの知覚に対する親和性からのパス

は統計的有意を示しており（β＝－0.119，p＝0.000），親和性の調整効果が認められると判断した。続いて，

深層的ダイバーシティと親和性の相互作用効果について，図 2 は単純傾斜分析を行った結果である。親

和性が低い場合（単純傾斜＝－0.3291，p＝0.0001）と親和性が高い場合（単純傾斜＝－0.6314，p＝0.000）

はどちらの場合も有意水準 10％で統計的有意を示した。親和性が低い場合に比べ，親和性が高い場合

の単純傾斜の絶対値が大きいことから，親和性が高い場合に深層的ダイバーシティとサブグループの知

覚との関係性を強める働きがあることを示す結果となった。したがって，仮説 2 は支持された。

　次に仮説 3 の検証を行う。深層的ダイバーシティと知識共有に対する親和性からのパスは統計的有

意を示しており（β＝－0.056，p＝0.058），有意水準 10％で統計的有意であった。そのため，親和性の

調整効果が存在すると判断した。続いて，深層的ダイバーシティと親和性の相互作用効果を考えた。図

3 は深層的ダイバーシティと親和性について単純傾斜分析を行った結果である。親和性が低い場合（単
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純傾斜＝－0.1837，p＝0.0249）と親和性が高い場合（単純傾斜＝－0.3756，p＝0.000）はどちらの場合も統

計的有意を示した。親和性が低い場合に比べ，親和性が高い場合に単純傾斜の絶対値が大きいことから，

親和性が高い場合に深層的ダイバーシティと知識共有の関係性を強める働きがあることを示す結果と

なった。したがって，仮説 3 は支持された。

図 3　単純傾斜分析の結果（仮説 2）

図 4　単純傾斜分析の結果（仮説 3）
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（4）補足分析

　本研究では，独立変数に深層的ダイバーシティ，従属変数に知識共有，媒介変数にサブグループの知

覚，調整変数に親和性を設定しモデルの検証を行った。このモデルの正確性を検証するために，本研究

で用いた 4 つの変数で構成される代替モデルの適合度を検証した。

　1 つ目のモデルは独立変数に深層的ダイバーシティ，従属変数に知識共有，媒介変数にサブグループ

の知覚を設定し，サブグループの知覚と知識共有の間に親和性を調整変数として置いたものである。こ

のモデルの適合度は，GFI＝0.998，AGFI＝0.974，NFI＝0.996，RMSEA＝0.013 となり，本研究で

用いるモデルより低い適合度を示した。

　2 つ目のモデルは独立変数に親和性，従属変数に知識共有，媒介変数にサブグループの知覚を設定し，

親和性と知識共有，サブグループの知覚と知識共有の間に調整変数として深層的ダイバーシティを設定

した。このモデルの適合度は，GFI＝0.943，AGFI＝0.319，NFI＝0.884，RMSEA＝0.298 であった。

一般的な指標とされている AGFI が 0.9 以上，NFI が 0.9 以上，RMSEA が 0.05 以下を満たさなかっ

たためこのモデルは棄却された。

　3 つ目のモデルは独立変数にサブグループの知覚，従属変数に知識共有，媒介変数に深層的ダイバー

シティ，サブグループの知覚と知識共有，深層的ダイバーシティを調整する変数に親和性を設定した。

このモデルの適合度は，GFI＝1.000，AGFI＝1.000，NFI＝1.000，RMSEA＝0.000 であり，高い適

合度を示したことから，このモデルが成立する可能性を排除することはできない。ただし，フォールト

ライン理論（Lau & Murnighan, 1998）によると，ダイバーシティの分布がフォールトラインの形成に寄

与すること，フォールトラインとはサブグループの境界線を表す概念であることから，理論上組織風土

を表す深層的ダイバーシティが先行要因としてサブグループの知覚に影響を与えると考えることが自然

である。この結果は本研究の限界を示しており，今後さらに複数時点での追跡調査を実施するなど，研

究方法を改善する必要性が示唆された。

　更に，内生性の問題に対処するために，ロバストネステストとして年齢，性別と想像性を操作変数と

して用いて，2 段階最小二乗法で分析を行った。検証した結果，深層的ダイバーシティが知識共有に影

響するという結果の頑健性が確認できた。また，本研究では 1 つのデータからサンプルを収集したため，

コモンメソッドバイアスが生じる恐れがある。そこで，事後処置として主因子法による単一因子検定を

行った。その結果，固有値 1 以上の 4 つの因子が抽出され，それらの 4 つの因子によって説明される

全観測変数の分散の割合は 68.547％であった。また，最も大きい固有値である第一因子の全観測変数

の分散は 46.774％であり，50％を満たなかったことから，コモンメソッドバイアスの影響は否定できる。

　以上の補足分析を踏まえ，本研究で用いるモデルが適切であると判断した。
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6．考察と課題

　本研究の目的は以下の 3 点であった。1 点目は知識共有の規定要因である深層的ダイバーシティにつ

いて，知識共有に影響を与えるメカニズムを明らかにすること。2 点目はメカニズムの検証にあたり，

サブグループの知覚が媒介する可能性を検証すること。3 点目に職場風土として親和性に着目し，深層

的ダイバーシティとサブグループの知覚，知識共有の関係を親和性が調整する可能性を検証することで

ある。分析を行った結果，すべての仮説が支持された。

　次に本研究の意義を述べる。1 点目に，現代の日本企業を対象に深層的ダイバーシティと知識共有に

関する実証研究を行った点である。諸外国と比較すると，日本のダイバーシティ研究は日が浅く発展途

上であり，実証研究の数が少ない（中村，2017）。特に海外ではダイバーシティの正負の影響両面に焦点

を当てた研究も行われているが，日本ではダイバーシティの正の面に注目した研究が多い。それが故に，

日本政府をはじめとして，企業は組織のダイバーシティ推進に向けた施策を打ち出している。しかし，

本研究により知識共有を高めるために深層的ダイバーシティが必ずしも好影響を与えるとは言えないこ

とが明らかになったことは学術的に大きな貢献を果たした。

　2 点目に，深層的ダイバーシティが知識共有に負の影響を与える際に，サブグループの知覚が媒介す

ることを明らかにした点である。野村（2021）は，ダイバーシティは両面性があるにもかかわらず，日

本で近年ダイバーシティを推進している傾向を踏まえ，ダイバーシティが影響を与える変数の検討より

も，むしろダイバーシティを活かし，その効果を最大化する方法を検討する必要があると主張している。

つまり，ダイバーシティの向上による知識共有の低下を克服する方法を考えることが重要だと言える。

本研究において，サブグループの知覚による媒介効果を示したことにより，深層的ダイバーシティを活

用し，知識共有行動の低下を防ぐための糸口を提示する結果となったことは大きな貢献である。

　3 点目に，現在の日本的側面としての親和性について，調整効果を示した点である。本研究より，親

和性が高い場合には，深層的ダイバーシティと知識共有の関係性を強めることが明らかになった。また，

本研究のデータは親和性が高い場合，知識共有に直接プラスの影響を与えることも示している。親和性

の調整効果と知識共有に対する正の影響が認められたことで，組織が親和性を高めることの重要性を示

した。

　4 点目に実践的意義として，日本企業が知識共有を高めるために，ダイバーシティ・マネジメントを

慎重に行うべきであることを示した。現在，日本では職場のダイバーシティを向上させることは重要と

されており，ダイバーシティを推進するべきだという風潮が政府主導となって形成されている。しかし，

本研究の示す通り，企業はダイバーシティがもたらす負の効果の存在を考慮する必要がある。また，知

識共有を促進するための施策として，親和性が重要な要素であると示されたことから，企業はコミュニ

ケーションの場を設置するなど，従業員の人間関係の充足を図ることが必要だ。
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　最後に本研究の限界を述べる。1 点目は，本研究ではサブグループ内の知識共有を想定し，組織全体

としての知識共有を調査対象に含んでいない点である。真に組織のパフォーマンス向上を考える上では，

組織全体としての知識共有を考える必要がある。日本企業において，個人が所属する非公式的なサブグ

ループは 1 つであるとは限らないため，複数のサブグループに所属する個人が存在していることで，サ

ブグループ内知識共有を介して組織内知識共有を促進させる可能性がある。このことから，深層的ダイ

バーシティと知識共有の関係に関して，グループの規模感や数に着目して組織全体を視野に入れた知識

共有に関する実証研究が必要である。2 点目は職場風土として親和性のみを扱った点である。職場風土

を構成する因子として公平性，革新性，親和性が挙げられる（Bock et al., 2005）ため，それらの要素を

も踏まえて，職場風土を包括的に捉えた研究を行うことが重要である。3 点目に調査対象に偏りが見ら

れた点である。本研究の対象者は男性が 271 名，女性が 50 名であり，極端に女性比率が少ない中で調

査を実施した。ダイバーシティ研究を実施する上で，性別の観点で調査対象が公平でない点は，ダイ

バーシティの知覚に関して信頼性を下げる要因になっている可能性がある。今後，日本の職場における

知識共有と深層的ダイバーシティの関係性について包括的な調査対象を設定して調査する必要がある。
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